
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第８条

の規定に基づき，京都市立学校耐震化ＰＦＩ事業の民間事業者の選定に係る

客観的な評価を，次のとおり公表します。

平成２２年１０月２１日

京都市長 門川 大作



京都市立学校耐震化ＰＦＩ事業に係る事業者選定に関する客観

的な評価の結果

１ 事業の概要

⑴ 事業名

京都市立学校耐震化ＰＦＩ事業（以下「本事業」という。）

⑵ 公共施設等の管理者等の名称

京都市長 門川 大作

⑶ 事業の内容

京都市（以下「市」という。）は，民間資金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する法律に基づき，本事業を実施する事業者（以

下「選定事業者」という。）と特定事業契約を締結し，選定事業者は，

市が本事業の対象として指定する京都市立京極小学校，京都市立伏見住

吉小学校，京都市立烏丸中学校，京都市立西ノ京中学校及び京都市立銅

駝美術工芸高等学校（以下「対象５校」という。）の校舎等において，

耐震補強業務を行った後，定期調査等業務を行うＲＯ方式により実施す

る。

⑷ 事業期間

事業契約締結日から平成２８年３月３１日まで

⑸ 選定事業者の業務範囲

ア 耐震補強業務

（ア）耐震補強計画の作成

（イ）耐震補強計画に係る第三者機関の判定取得



（ウ）実施設計

（エ）耐震補強工事

（オ）工事監理

イ 定期調査等業務

（ア）建築基準法第１２条に基づく建築物の定期調査及び定期点検

（イ）建築基準法第１２条に基づく建築設備（昇降機及び遊戯施設を除

く。）の定期検査及び定期点検（換気設備，給水設備及び排水設備）

２ 事業者の選定経過

本事業における事業者の選定に当たっては，地方自治法施行令第１６７

条の１０の２に規定される総合評価一般競争入札（予定価格の制限の範囲

内の価格をもって申込みをした者のうち，価格その他の条件が当該普通地

方公共団体にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者と

することができるとの規定により落札者を決定する一般競争入札）による

ものとし，平成２２年５月１４日に入札公告を行い，平成２２年８月３日

に入札参加者から入札書類（入札書及び提案書類）を受理した。

競争性，公正性及び透明性を確保して事業者を選定するために設置した

京都市立学校耐震化ＰＦＩ事業提案審査委員会（以下「審査委員会」とい

う。）は，３回の審査委員会を開催し，落札者決定基準等に基づき審査し

た結果，平成２２年８月２４日に株式会社田中工務店の事業提案を最優秀

提案として選定した。

市は，審査委員会における審査の結果をまとめた「京都市立学校耐震化

ＰＦＩ事業の事業者提案に関する審査結果について」を平成２２年８月２



４日に審査委員会委員長から受領し，同日に株式会社田中工務店を落札者

として決定した。

落札者及び協力企業

会社名 種 別 役 割

株 式 会 社 田 中 工 務 店 応 募 者 耐 震 補 強 工 事

株式会社福井建築設計事務所 協力企業

耐震補強計画の作成，耐震

補強計画に係る第三者機関

の判定取得，実施設計，工

事監理

株 式 会 社 ノ ム 建 築 設 計 室 協力企業 定 期 調 査 等 業 務

３ 事業者選定の経緯及び審査方法等

別添「事業者選定の経緯及び審査方法等」参照

４ ＰＦＩ方式の導入による市の実質負担額の削減について

⑴ 実質負担額

事業期間終了までの事業に係る総支出から総収入を引いた金額を現

在価値換算した金額を，実質負担額とした。

⑵ 事業方式による市の実質負担額の比較

ア 従来方式で実施する場合

市が，耐震補強業務及び定期調査等業務に関して，個別業務につい

ての契約を締結する従来方式で実施する場合の市の実質負担額

イ ＰＦＩ方式で実施する場合



ＰＦＩ方式を導入し，耐震補強業務及び定期調査等業務に関して選

定事業者と契約を締結し，市が選定事業者等に経費を支払う場合の市

の実質負担額

ウ 算定条件

（ア）市の地方債の償還利率条件については，償還期間中の利率の変

更はないものとする。

（イ）選定事業者の資金調達金利については，変動しないものとする。

（ウ）事業期間中における設計変更及び物価変動等による増減につい

ては，考慮しないものとする。

市の実質負担額の削減効果について

① 従来方式で実施する場合の市の実質負担額 ６１６，１０７千円

② ＰＦＩ方式で実施する場合の市の実質負担額 ４６９，８１７千円

③ ＰＦＩ方式の導入による実質負担額の削減

効果（①－②）
１４６，２９０千円

ＰＦＩ方式により実施する場合の実質負担額は，従来方式により実施

した場合に比べて，１４６，２９０千円（約２４パーセント）削減でき

ると見込まれる。



（別添）

事業者選定の経緯及び審査方法等

１ 事業者選定の経緯

事業者を選定するまでの主な経緯は，次のとおりである。

日 程 内 容

平成２２年 ３月３０日 実施方針の公表

３月３０日～４月

１日

実施方針説明会申込みの受付

耐震第二次診断報告書，耐震補強計画

（以下「診断報告書等」とする。）及び

竣工図の貸与の申出の受付

４月６日
実施方針説明会の開催及び診断報告書

等，竣工図の貸与

４月６日～同月１

２日
第１回現地見学会参加申込みの受付

４月１２日～同月

１４日

実施方針及び診断報告書等に係る質問

の受付

第１回京都市と民間事業者の意思の疎

通を図るための個別対話の参加申込み

の受付

４月１９日～同月

２３日
第１回現地見学会の実施



４月２８日
第１回京都市と民間事業者の意思の疎

通を図るための個別対話

４月３０日
審査委員会委員の委嘱

第１回審査委員会の開催（非公開）

５月７日 特定事業の選定

５月１４日 入札の公告及び入札説明書の公表

５月１４日～同月

１９日

入札説明書等の交付

入札説明会参加申込みの受付

診断報告書等及び竣工図の貸与の申出

の受付

第２回現地見学会参加申込みの受付

５月２０日

入札説明会開催及び診断報告書等・竣

工図の貸与

５月２１日～同月

２８日

第１回入札説明書及び診断報告書等に

関する質問の受付

５月２４日～同月

２８日

第２回現地見学会の実施

６月１４日
第１回入札説明書及び診断報告書等に

関する質問及び回答の公表

６月１５日～同月

２１日
参加表明書及び資格審査書類の受付

６月２３日 第２回提案審査委員会



６月２５日 一次審査結果の通知

６月２８日～同月

３０日

第２回京都市と民間事業者の意思の疎

通を図るための個別対話参加申込みの

受付

６月２８日～７月

５日

入札参加資格がないと認められた者の

説明請求の受付

７月１２日
入札通知，入札参加者の公表，入札予

定価格の通知

７月１３日
第２回京都市と民間事業者の意思の疎

通を図るための個別対話

７月１４日～同月

１６日

第２回入札説明書及び診断報告書等に

関する質問の受付

７月２３日

第２回入札説明書及び診断報告書等に

関する質問及び回答の公表

８月３日

入札の実施（入札書及び事業提案書の

受付）

８月２４日
第３回提案審査委員会（事業者ヒアリ

ング含む）

９月３日 事業者の選定・公表（公告）



２ 事業者の選定方法

⑴ 選定方法・評価基準の概要

市は，本事業を実施することとなる事業者の選定に当たって，民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に関する通

知等に基づき，地方自治法施行令による価格及びその他の条件によって

落札者を決定する総合評価一般競争入札方式を採用し，最も優れた提案

者を選定するための手順，方法，評価基準等を明記した落札者決定基準

を定め，平成２２年５月１４日に入札公告とともに入札説明書の別添資

料として公表した。また，審査は，入札に参加しようとする者の入札参

加資格の有無を審査する第一次審査と，第一次審査を通過した入札参加

者の提案内容等を審査する第二次審査の二段階に分け，審査委員会にお

いて実施した。

⑵ 審査委員会

事業者選定に当たって競争性，公正性，透明性を確保するとともに，

多くの分野にわたり専門的な見地から審査を行うため，平成２２年４月

３０日に審査委員会を設置した。

審査委員会は，事業者の選定基準等に関する審議を行い，その審議に

基づき市が決定し公表した落札者決定基準に従って，入札参加者から提

出された入札書類の審査，評価を行い，その審査結果を市に答申した。



⑶ 審査委員会の構成及び委員

３ 第一次審査（入札参加資格等の審査）

⑴ 資格審査及び実績審査の概要

第一次審査は，入札に参加しようとする者から提出された参加資格確

認申請書等の記載内容を基に，その者の入札参加資格の有無（入札参加

者として備えるべき資格要件を満たしているかどうか，また本事業を取

り扱うに際して必要な能力があると認められるに値する実績を有して

いるかどうか）について，入札公告，入札説明書等に明記した基準によ

り審査を行った。

⑵ 参加表明状況及び資格審査結果

平成２２年６月２１日までに６者から参加表明書及び一般競争入札

参加資格確認申請書等の提出があり，審査の結果，そのすべての者につ

いて入札参加資格を有することを確認したので，各申請者に入札参加資

格を有することを通知し，平成２２年７月１２日に確認結果について公

表した。

なお，株式会社藤井組については，平成２２年７月２９日に参加停

氏 名 役 職 等

委 員 長 西山 峰広 京都大学大学院工学研究科建築学専攻 教授

副委員長 在田 正秀 京 都 市 教 育 委 員 会 事 務 局 教 育 次 長

委 員 小幡 寛子 公 認 会 計 士 ・ 税 理 士

委 員 福本 早苗 武庫川女子大学生活環境学部建築学科 教授

委 員 平家 直美 京 都 市 都 市 計 画 局 公 共 建 築 部 部 長



止となったため，無効となった。

⑶ 入札参加資格を有することが確認された入札参加者名及び構成企業

（応募者名の五十音順）

応募者名 協力企業名 備考

株 式 会 社 藤 井 組 株 式 会 社 三 宅 建 築 事 務 所 無効

株 式 会 社 田 中 工 務 店
株式会社福井建築設計事務所

株 式 会 社 ノ ム 建 築 設 計 室

公 成 建 設 株 式 会 社 株 式 会 社 綜 企 画 設 計

株式会社関西リペア工業
有限会社一級建築士事務所コア

建築事務所

要 建 設 株 式 会 社 株 式 会 社 塩 見 設 計

青木あすなろ建設株式会社 株 式 会 社 構 造 計 画 研 究 所

４ 第二次審査（入札書類の審査）

⑴ 提案審査の概要

落札者決定基準に基づき，審査委員会において入札書類の審査を行い，

入札価格及びその他の条件を総合的に評価し，最も優秀な提案を選定し

た。

ア 入札価格の確認及び事業提案書の受理

第一次審査の合格者のうち，無効となった株式会社藤井組以外の入

札参加者（５者）が入札に参加した。平成２２年８月３日午前１０時



に，京都市行財政局財政部契約課内の入札室において各入札参加者か

ら提出された入札書を開札し，各入札価格を読み上げ，すべての入札

価格が市の予定価格以下であることを確認した。

同日，入札価格が予定価格以下であることを確認した各入札参加者

から事業提案書を受理した。

イ 基礎審査

平成２２年８月３日に受理した事業提案書に記載の提案内容が市

の要求水準を満たしているかどうかについて確認を行い，入札に参加

し事業提案書を提出したものの要求水準未達成のため無効となった

公成建設株式会社及び青木あすなろ建設株式会社を除く３者につい

て，適格であると認められた。

ウ 審査項目に基づく審査

基礎審査において適格と認められた提案内容について，落札者決定

基準に記載した第二次審査の審査項目ごとに審査し，提案内容の中で

市の要求水準以上の優れた部分に対し，優秀度合いに応じて，得点化

（審査点１００点満点）による定性的評価を行った。

エ 定量的評価

入札参加者が提示する入札価格について，次の算式により点数化

（価格点３００点満点）して定量的評価を行った。

最低入札価格

価格点 ＝ × ３００点

当該入札参加者の入札価格



オ 総合評価

定量的評価の得点（価格点３００点満点）と定性的評価の得点（審

査点１００点満点）との合計値を総合評価値（総合点４００点満点）

として総合評価を行い，総合評価値の最も高かった提案を最優秀提案

として選定した。

⑵ 審査項目

要求水準以上の具体的に優れた提案内容に対して加点評価を行うた

めの審査項目は次のとおりである。

No. 審査項目 配点

事業計画 １５

１ 事業推進体制の確実性 １５

耐震補強業務 ８３

２ 工事実施中の学校教育活動への配慮 ３０

３ 工事完成後の学校教育活動への配慮 ３０

４ 周辺環境への配慮 １０

５ 景観への配慮 １０

６ 地球環境への配慮 ３

定期調査等業務 ２

７ 学校の安全・安心への配慮 ２

合計 １００

※各審査項目における審査の視点については，落札者決定基準による。



⑶ 入札書類の審査結果

平成２２年８月３日に，入札参加者から提出された入札書類（入札書

及び提案書類）について確認及び審査した結果は，次のとおりである。

ア 各入札参加者の入札書に記載の入札価格（消費税及び地方消費税は

含まない。）

提案受付

番号
応募者名 入札価格（円）

② 株 式 会 社 田 中 工 務 店 ８３２，６９７，２９４

③ 公 成 建 設 株 式 会 社 無 効

④ 株式会社関西リペア工業 ８４０，０００，０００

⑤ 要 建 設 株 式 会 社 ９９６，０００，０００

⑥ 青木あすなろ建設株式会社 無 効

イ 入札価格の確認結果

各入札参加者から提出された入札書に記載のあった入札価格（消費

税及び地方消費税相当額を含まない。）は，いずれも，平成２２年７

月１２日に入札参加者に通知済みの市の予定価格１，０４９，０００，

０００円（消費税及び地方消費税相当額を含まない。）以下であるこ

とを確認した。

ウ 基礎審査結果

平成２２年８月３日に受理した提案書類の提案内容が市の要求水

準を満たしているかどうかについて確認を行った結果，公成建設株式

会社と青木あすなろ建設株式会社を除く，３者の提案内容が適格であ

ると審査委員会において認められた。



エ 審査項目に基づく審査結果

各入札参加者から提出された提案書類の提案内容について，落札者

決定基準に基づき，審査委員会において審査項目（事業計画，耐震補

強業務，定期調査等業務）ごとに審査した結果は，次のとおりである。

（ア） 事業計画

No. 審査項目

提案受付番号

応募者② 応募者④ 応募者⑤

１ 事業推進体制の確実性 ９．０ ０．０ １５．０

事業計画に関する審査点計

（１５点満点）
９．０ ０．０ １５．０

（イ） 耐震補強業務

No. 審査項目

提案受付番号

応募者② 応募者④ 応募者⑤

２
工事実施中の学校教

育活動への配慮
６．０ ０．０ １８．０

３
工事完成後の学校教

育活動への配慮
１８．０ ０．０ １８．０

４ 周辺環境への配慮 ６．０ ２．０ ６．０

５ 景 観 へ の 配 慮 ６．０ ２．０ ６．０

６ 地球環境への配慮 １．８ ０．６ ３．０



耐震補強業務の審査点計

（８３点満点）
３７．８ ４．６ ５１．０

（ウ） 定期調査等業務

No. 審査項目

提案受付番号

応募者② 応募者④ 応募者⑤

７
学校の安全・安心への

配慮
１．２ ０．０ １．２

定期調査等業務の加点計

（２点満点）

１．２ ０．０ １．２

オ 総合評価値の算出結果

定量的評価の得点（価格点３００点満点）と定性的評価の得点（審

査点１００点満点）の加算により総合評価値（４００点満点）を算出

した結果（総合評価値及び総合順位）は，次のとおりである。

提案受付番号 応募者② 応募者④ 応募者⑤

応募者名
㈱田中工

務店

㈱関西リペ

ア工業

要建設㈱

⑴ 審査点 １００点 ４８．０ ４．６ ６７．２

ア 事業計

画

(１５点) ９．０ ０．０ １５．０

イ 耐震補

強業務
(８３点) ３７．８ ４．６ ５１．０



ウ 定期調

査等業務
(２点) １．２ ０．０ １．２

⑵ 価格点 ３００点 ３００．０ ２９７．４ ２５０．８

総合評価値

⑴＋⑵
４００点 ３４８．０ ３０２．０ ３１８．０

総合順位 １ ３ ２

なお，上表の価格点の算出については，次のとおりである。

提案受付番号 応募者② 応募者④ 応募者⑤

入 札 額 ａ 832,697,294 840,000,000 996,000,000

最 低 入 札 額 ｂ 832,697,294 832,697,294 832,697,294

ｂ ／ ａ １．００００ ０．９９１３ ０．８３６０

価格点（小数点第２位

四捨五入）
３００．０ ２９７．４ ２５０．８

※金額は円単位で，いずれも消費税及び地方消費税相当額を含まない。

（教育委員会事務局総務部教育環境整備室）


